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１． 平成２８年度の予算規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計予算   ３４０億円 
 ( 前年度比 ＋１億４，０００万円、＋０．４％ ) 

 

特別会計予算   ３８４億８，３８４万円 
( 前年度比 ＋２１億８，０７７万円、＋６．０％ ) 

 

○特別会計予算 

 ・国民健康保険事業勘定特別会計        １６３億１，４４１万円 

   （ 前年度比 ▲２億２，８１７万円、▲１．４％ ） 

 ・土地取得特別会計                １億５，４６１万円 

   （ 前年度比 ▲１，２９２万円、▲７．７％ ） 

 ・部落有財産特別会計                    ７０万円 

   （ 前年度比 ＋６万円、＋９．２％ ） 

 ・介護保険特別会計               ９９億５，６４３万円 

   （ 前年度比 ＋２億６，７２０万円、＋２．８％ ） 

 ・後期高齢者医療特別会計            １７億５，１０１万円 

   （ 前年度比 ＋４，６７１万円、＋２．７％ ） 

 ・水道事業会計                 ４６億４，１９５万円 

   （ 前年度比 ＋６億８，３１７万円、＋１７．３％ ） 

 ・下水道事業会計                ５６億６，４７３万円 

   （ 前年度比 +１４億２、４７４万円、+３３．６％） 

下水道事業会計の平成２７年度予算額は企業会計移行前の予算額となります。 
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２．市民１人当たりのお金の使われ方（市民サービス状況） 

 

平成２８年度の一般会計予算を、市民１人当たりに置き換えました。 
実際の予算額を河内長野市の人口（１０９，５４５人：平成２７年１２月末日現在）

で割り、目的別に表しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務費 

情報化や自治推進のために 

34,100 円(前年度:32,200 円) 

民生費 

高齢者、児童の福祉などに 

13５,７00 円(前年度: 13３,１00 円) 

土木費 

道路、河川、公園の 

整備などに 

23,700 円 

(前年度:23,200 円) 
公債費 

借金の返済のために 

26,900 円 

(前年度:26,000 円) 

衛生費 

ごみの処理や病気予防などに 

41,500 円(前年度: 37,000 円) 

教育費 

学校、公民館、図書館やスポーツ 

施設などに 

28,500 円(前年度:30,200 円) 

消防費 

消防活動や 

防災のために 

10,600 円 

(前年度: 

13,400 円) 

その他 

議会関係 

経費など 

9,400 円 

(前年度: 

10,000 円) 

平成２８年度一般会計 

 

市民１人当たりの予算 

3１０,４00 円 

市民１人当たりの借金 

29８,700 円

市民１人当たりの貯金 

58,400 円 

１世帯当たりの予算 
71８,８00 円 

平成２７年１２月末日現在 

人 口：109,545 人 

世帯数：47,304 世帯 
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自治会に対して防犯カメラの設置を補助することにより、自治会の資金不足や急激な高齢化

による自主防犯活動の担い手不足を補完します。また、犯罪抑制などに効果が見込まれる場所

に公設の防犯カメラを設置します。さらに、商店街においても防犯カメラを設置する商店街組

織等に対し補助を行います。これらの取り組みにより、安全で安心して暮せるまちの実現をめ

ざします。 
                                  

   

 

 

 

 

 

 

 

 
①自治会、商店街組織等への防犯カメラ設置補助制度の充実 
 市では、防犯カメラを新たに設置する自治会等に対し、設置費用の一部を補助しています。

増加が懸念される徘徊高齢者の発見や犯人検挙も視野に入れ、これまでの「防犯カメラ設置補

助制度」の目的を拡大し、より高性能なカメラを対象とする「安全カメラ設置補助制度」とし、

補助上限額を 1 台あたり 10 万円から 20 万円に引き上げます。併せて、防犯カメラを設置す

る商店街組織等に対し１台あたり上限 20 万円の補助を行います。 

②公設の防犯カメラを設置 
 犯罪抑制などに効果が見込まれる場所に公設の防犯カメラを設置します。 

 
 
①６,６００千円（安全カメラ設置補助制度） 

②１,０２４千円（防犯カメラ設置事業） 

 

①②担当：市民生活部 自治振興課（内線 ２９６） 

①のうち商店街組織等の担当：産業経済部 産業政策課（内線 ４７１） 

３．平成２８年度予算の主な７Ｋ政策 

 ① 安全安心なまち！防犯カメラ設置支援・設置を充実！ 

目的 

内容 

予算額 
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子育て世帯に対して、病気の治療中及び回復期の児童の看病という負担を軽減する

ことにより、ワークライフバランスの向上を図り、子育て支援と社会参加機会向上を

一体的に促進します。 

 

 

現行の病後児保育事業の利用は病気の回復期に限られており、最も手のかかる急性

期には利用できず、自宅で保護者が看る必要があります。しかし、仕事の都合でどう

しても家で看ることができない場合も想定されるため、そういった場合にも対応でき

るよう、病気治療中の児童も対象とした病児保育事業を実施し、保護者の子育て及び

就労の両立を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １２，２２５千円（病児保育事業委託料） 

担当：子ども・福祉部 子ども子育て課 （内線 ２３５） 

 

目的 

内容 

 

 

予算額 

！ 

利用時期 病気治療中及び回復期

対象児童 小学校６年生まで

利用定員 ６　名

 

子どもが急に熱を・・・ 

でも、仕事も休めないし・・・ 

 

安心してください。 

預かれますよ！ 
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   市民だれもが、いつでも、どこでもスポーツできる環境を整えるため、新たな

ニーズへの対応として、スポーツ活動の「場」の確保と、スポーツの普及、振興

を図るとともに、高齢者の健康の保持・増進に寄与する施設を整備します。 

  
 
   市民ニーズに対応した、より高いレベルのスポーツ環境を整えるため、サッカ

ーやラグビー、グラウンド・ゴルフ等の種目の利用ができる人工芝球技場を下里

地区に整備し、多目的グラウンドの飽和状態の解消を図るとともに、地域の公園

としての機能を持たせた整備も併せて行います。 
   また、小山田地区・下里地区の寺ヶ池公園野球場や赤峰市民広場、下里総合運

動場を中心に、野球、サッカー、グラウンド・ゴルフなどのスポーツの普及を目

的としたスポーツ振興事業を実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  １３０，０００千円（工事請負費） 
    ７，２５０千円（備品購入費） 
    １，７００千円（スポーツ振興事業委託料） 

 
    担当：生涯学習部 文化・スポーツ振興課（内線 ７３８） 

③ スポーツに親しむ環境づくり 

 

内容 

目的 

人工芝球技場

の整備及びス

ポーツの振興

予算額 
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   市民が郷土の歴史を学習し憩の場とするために、また、河内長野市の歴史文化

の魅力を発信するために、国史跡烏帽子形城跡（約４．４ha）の整備を行います。

また、整備後については、「くろまろ館」や「奥河内くろまろの郷」が位置する高

向地区と市内の歴史文化遺産が数多く位置する高野街道と結び、一体的活用を行

います。 

 
 
   平成２８年度については、見学道を中心とした整備を行い、説明板や誘導サイ

ンの設置、防護柵の設置、動線の整理、樹木の間伐作業等を行います。 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 ３３，４４５千円（工事請負費） 

 
 
 
              担当：生涯学習部 ふるさと交流課（内線 ７４５） 

④ 文化財の保全･活用 

 

目的 

平成 2７ ～ 2９年度 

 
工 事 

 

国史跡烏帽子

形城跡整備 

平成 26 年度 

 
実施設計 

内容 

予算額 
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現在の市営斎場は開業から４０年以上が経過し、老朽化が進行しています。また近年の火葬

需要の増加や、葬儀形態の多様化など、様々な新しいニーズにも応えていく必要があります。

そこで、こうした課題に対応するため、効率的で安全且つ適正な運営ができる、新しい斎場へ

の建て替えを実施します。 

 

 
 厳しい財政事情などを踏まえ、施設の合理化を図り、建設コストの削減を進める一方、質素

ではありますが、厳粛さと安らぎが感じられる雰囲気に配慮し、しめやかに故人と最後のお別

れをする場にふさわしい、清楚で明るい施設を目指しています。 

 また、火葬炉の性能を向上させ、火葬時間の短縮を可能にし、さらに会葬者の方に憩いと安

らぎを提供するため、ゆとりあるスペースと眺望に配慮した待合ロビーを用意するなど、利用

者の利便性や快適性にも配慮した施設としています。 

平成２８年１０月の開業を目指し、現在建設工事を進めています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 ７８５，２００千円（市営斎場建替整備工事） 

 ２０７，９００千円（火葬炉設備設置工事） 

  １１，９６０千円（工事監理委託料） 

  １７，５００千円（初度調弁備品） 

   １，０１２千円（その他）    担当：環境共生部 斎場整備課（内線 ５７２） 

⑤ 市営斎場の建替事業 

目的 

内容 

予算額 

 

平成２８年 
１０月開業！

斎場外観イメージ図 

告別収骨室 

待合ロビー 
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１．目的 
   日本遺産とは、地域に点在する文化財を歴史、伝承、風習などのストーリーに

よってパッケージ化し、一体的な整備・活用や国内外への積極的かつ戦略的、効

果的な発信を行うものです。文化庁が認定を行い、支援を行うもので、２０２０

年までに１００件程度の認定を行っていく方針が示されています。 
   本市は魅力的な歴史を持ち、多くの歴史文化遺産が伝わっており、また「文化

財のまち」を標榜していることからも、日本遺産認定を受け、歴史文化遺産を活

かした地域の自立的、持続的活性化が実現されることを目指します。 

  
２．内容 

市内には、中世寺院に係る歴史文化遺産が数多く遺っており、武士の時代ともよ

ばれる日本の中世にあって、市域では僧侶と民衆による民主的・共和的な統治が行

われていたことが豊富な史料によって伝わっています。この点に着目し、「僧と民

衆が創ったもう一つの中世的世界～奥河内にあった共和国・境内都市・民主政治～」

をタイトルとした認定を目指します。認定が行われた後は、地域全体に広がるタイ

トルに沿った歴史文化遺産や歴史的な景観を体感できるような環境整備を行って

いきます。 

 
史跡観心寺境内            史跡金剛寺境内          

 
 
   ９０千円（旅費） 

 
 
        
              担当：生涯学習部 ふるさと交流課（内線 ７４５） 

⑥ 歴史文化遺産を活かした地域の活性化 

 

内容 

目的 

 

日本遺産

への申請 

予算額 
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⑦ みんなで一緒につくるまち 

～地域まちづくり協議会～ 

  
 

 

 

 

本市では、第５次総合計画において、まちづくりを支える基本政策の一つとして「協働によるま

ちづくり」を掲げ、市民・関係団体・事業者・行政など多様な主体がそれぞれの役割を担いながら

連携・協力し、地域課題の解決やコミュニティの活性化を図る「みんなで一緒につくるまち」の実

現をめざしています。また、第５次総合計画では小学校区ごとに、地域の将来像や目標とともに、

市民が主体的に行う取り組みや、市民と行政が協働して行う取り組みなどを示した「地域別計画」

を策定しています。 

今後、市民主体の地域づくりの実現に向け、「地域まちづくり協議会」の組織化や活動の活性化、

地域の主体的なまちづくり活動や「地域別計画」の実行を支援し、より地域の実体に合った個性あ

る地域づくりを推進します。 

 

 

地域まちづくり協議会は、平成２３年からこれまでに、１１小学校区で設立され、地域の特性に

応じた活動を進めています。市では、地域の自主性を尊重しつつ、補助金などの財政支援や、地域

サポーターの派遣などの人的支援を通じ、地域まちづくり協議会の組織化や活動を支援しています。 

平成２８年度は、全１３小学校区での設立を目指し、自治会や地域団体への意識啓発に取り組む

とともに、地域別計画にもとづき、地域が実施するまちづくり活動の核となる施設整備などの事業

に対し補助金を交付する「応募型地域まちづくり支援補助金制度」や、地域別計画を効果的に実行

できるよう、専門的な立場から活動の支援を行う「専門支援員」の派遣を通じ、さらなる地域活動

の活性化を支援していきます。 

 

＜取り組みの一例＞ 

 

 

 

 

 

 

・地域まちづくり講座の開催    ・校区防災訓練の実施       ・地域観光マップの発行 

 

 

５，２００千円（地域まちづくり支援補助金）  

３，０００千円（応募型地域まちづくり支援補助金） 

５２０千円（専門支援員謝礼） 

 ３４千円（補助金審査委員報酬）      担当：市民協働課（内線 ７８５） 

予算額 

目的 

内容 
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 マイナンバーカードを利用して、市役所の開庁時間以外でも、最寄りのコンビニエンススト

アで各種証明書の交付を受けることができるサービスを開始します。 

   ●サービス開始  平成 28 年 6 月 10 日 

  

 

 ①コンビニ交付サービスとは 

コンビニ店舗のキオスク端末（マルチコピー機）で証明書を発行するサービスで、マイナン

バーカードを作成している地方公共団体情報システム機構の証明書交付センターを仲介して、

参加市町村とコンビニエンスストアを専用回線で結んで運営されています。 

 ②利用について 

 年末年始及びメンテナンス期間を除いて無休となっており、居住する市区町村の区域を越え

て、全国のコンビニエンスストアの店舗で、住民票等の証明書を取得できます。利用にはマイ

ナンバーカードが必要になります。 

   ●利用可能時間  6：30～23：00（年末年始とメンテナンス期間を除く） 

   ●対象の証明書  住民票・印鑑証明書・所得（課税）証明書など 

 ③セキュリティーについて 

 専用の通信ネットワークを利用し、端末データは、その都度削除される仕組みとなっており、

証明書は偽・変造や改ざんを防止する印刷になっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１８，７０８千円（システム構築費、賃貸借費、負担金など） 

                 

                  担当：市民生活部 市民窓口課（内線１１４）  

⑧ 証明書コンビニ交付サービス 

 

目的 

内容 

予算額 
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一般会計の概要 
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４．一般会計 当初予算（主な増減理由） 

《歳 入》 

① 市 税 121 億 6,488 万 1 千円 〔前年度比 ▲7,250 万円 4 千円（▲0.6%）〕 
 ○ 「個人市民税」は、人口減少及び高齢化などにより、前年度比 1.1％減（▲5,868 万 7 千円） 

 ○ 「法人市民税」は、税率改正などにより、前年度比 14.7％減（▲1 億 1,554 万 1 千円） 

 ○ 「固定資産税」は、平成２７年度の固定資産税の評価替えの減少幅が想定より少なかったことに

より、前年度比 1.6％増（＋6,804 万 7 千円） 

 

② 地方交付税 56 億 8,700 万円 〔前年度比 +1,900 万円（＋0.3%）〕 
 ○ 平成２８年度の地方財政計画において、臨時財政対策債が前年度比 7,370 億円減少し、地方交付

税総額も前年度比 546 億円減少するため、実質的な地方交付税は 7,916 億円の減少となっている。 

   当市の平成２８年度の普通交付税は、国勢調査人口の減少や公債費関係の算入額の減少などによ

り基準財政需要額が減少する一方、基準財政収入額においては、市税の減少があるものの景気回復

の影響等により各種交付金が増加すると見込んだ結果、普通交付税としては、対決算見込比較で 5

億 4,303 万 5 千円の減少となった。また、平成２８年度の臨時財政対策債は、臨時財政対策債振替

額の減少が見込まれることから、対決算見込比較で 3,000 万円の減少を見込む。 

 
③ 国・府支出金 82 億 9,135 万 9 千円 〔前年度比 ＋6,874 万 1 千円（＋0.8%）〕 

○ 臨時福祉給付金（年金生活者・子育て世帯等含む）の増（＋3 億 1,642 万 2 千円） 

○ （仮称）下里人工芝球技場整備事業の減少等に伴う社会資本整備総合交付金の減（▲1 億 1,471

万 6 千円） 

 ○ 認定こども園整備事業の減少による安心こども基金事業補助金の減（▲6,842 万 1 千円） 

○ 前年度の国勢調査完了に伴う委託金の減（▲4,796 万 8 千円） 

 

④ 繰入金 6 億 5,644 万 4 千円 〔前年度比 ▲1 億 8,540 万 3 千円（▲22.0%）〕 
○ 市営斎場整備事業などに係る普通建設事業基金のとりくずしの増（＋1 億 551 万 3 千円） 

○ 一般会計の歳入不足を補てんするための財政調整基金のとりくずしの減（▲3 億 7,900 万円） 

 

⑤ 市 債 28 億 5,400 万円 〔前年度比 ▲1 億 9,850 万円（▲6.5%）〕 
 ○ 市営斎場建替等整備事業債の増（＋2 億 7,660 万円） 

○ 滝畑地区環境整備事業債の増（＋1 億 1,100 万円） 

○ 消防施設整備事業債の減（▲3 億 6,080 万円） 

○ （仮称）下里人工芝球技場整備事業債の減（▲1 億 1,140 万円） 

○ 小・中学校大規模改造事業債の減（▲9,090 万円）
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《歳 出》 

① 人件費 62 億 537 万 7 千円 〔前年度比 ▲1,469 万 2 千円（▲0.2%）〕 
○ 退職手当支給対象人数の増（17 人→22 人、＋1 億 61 万 4 千円） 

 ○ 特別職 2 名退職による増（＋3,044 万円） 

 ○ 前年度における国勢調査完了に伴う減（▲3,547 万 3 千円） 

 ○ 市議会議員共済会負担金等の減（▲3,319 万 6 千円） 

  
② 扶助費 86 億 3,925 万 2 千円 〔前年度比 ＋964 万 1 千円（＋0.1%）〕 
 ○ 障がい者の自立支援のための給付費などの増（＋5,381 万 7 千円） 

 ○ 前年度より拡充している子ども医療費助成事業の増（＋4,751 万 8 千円） 

 ○ 園児数の減少に伴う保育所・認定こども園給付費等の減（▲6,789 万 8 千円） 

 

③ 公債費 29 億 4,151 万円 〔前年度比 ＋4,950 万 9 千円（＋1.7%）〕 
 ○ 長期債償還元金の増（＋9,201 万 6 千円） 

 ○ 長期債償還利子の減（▲4,250 万 7 千円） 

 
④ 普通建設事業費 24 億 1,870 万 7 千円 〔前年度比 ＋3,075 万 6 千円（＋1.3%）〕 
○ 市営斎場の建替による増（＋4 億 1,616 万円） 

○ 滝畑地区環境整備事業による増（＋7,955 万円） 

○ 庁舎改修工事による増（＋7,996 万円） 

○ （仮称）下里人工芝球技場整備事業の減（▲2 億 2,070 万円） 

○ 消防救急無線のデジタル化事業の減（▲1 億 9,980 万円） 

 
⑤ 物件費 51 億 7,774 万 3 千円 〔前年度比 ▲1 億 3,173 万 8 千円（▲2.5%）〕 
 ○ 参議院議員選挙及び市長選挙等による増（＋5,137 万 8 千円） 

 ○ 臨時福祉給付金（年金生活者・子育て世帯含む）の増（＋4,328 万 7 千円） 

 ○ マイナンバー関係システム構築等にかかる経費の減（▲8,091 万 2 千円） 

 ○ 健康支援センターに係る管理運営業務等の減（▲5,096 万 6 千円） 

 ○ 学校給食推進事業における調理業務等の減（▲5,091 万 3 千円） 

 

⑥ 補助費等 38 億 196 万 2 千円 〔前年度比 ＋13 億 4,235 万 9 千円（＋54.6%）〕 

○ 下水道事業における公営企業法適用による増（＋12 億 7,896 万 8 千円） 

○ 臨時福祉給付金（年金生活者・子育て世帯含む）に係る給付の増（＋2 億 7,256 万 2 千円） 

○ 健康支援センター管理運営事業における共益費の直接支払等による増（＋3,559 万 4 千円） 

 ○ 定住・転入促進等補助事業の減（▲4,041 万 8 千円） 

⑦ 繰出金 40 億 8,104 万円 〔前年度比 ▲11 億 1,976 万 2 千円（▲21.5%）〕 
○ 国民健康保険にかかる保険基盤安定制度繰出金の増（＋4,322 万 5 千円） 

○ 下水道事業における公営企業法適用による減（▲12 億 5 万 5 千円） 
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自主財源

依存財源 （単位：千円、％）

構成比 構成比

1 市税 12,164,881 35.8 12,237,385 36.1 ▲ 72,504 ▲ 0.6

個人市民税 5,523,181 16.2 5,581,868 16.5 ▲ 58,687 ▲ 1.1

法人市民税 670,882 2.0 786,423 2.3 ▲ 115,541 ▲ 14.7

固定資産税 4,413,305 13.0 4,345,258 12.8 68,047 1.6

軽自動車税 186,141 0.5 144,609 0.4 41,532 28.7

たばこ税 457,203 1.3 483,516 1.4 ▲ 26,313 ▲ 5.4

入湯税 2,962 0.0 2,200 0.0 762 34.6

都市計画税 911,207 2.8 893,511 2.7 17,696 2.0

2 地方譲与税 222,401 0.7 222,400 0.7 1 0.0

3 利子割交付金 34,600 0.1 60,300 0.2 ▲ 25,700 ▲ 42.6

4 配当割交付金 165,300 0.5 145,000 0.4 20,300 14.0

5 株式等譲渡所得割交付金 136,800 0.4 91,800 0.3 45,000 49.0

6 地方消費税交付金 1,895,000 5.6 1,534,000 4.5 361,000 23.5

7 ゴルフ場利用税交付金 21,200 0.1 20,500 0.1 700 3.4

8 自動車取得税交付金 76,100 0.2 38,100 0.1 38,000 99.7

9 地方特例交付金 55,400 0.2 56,200 0.2 ▲ 800 ▲ 1.4

10 地方交付税 5,687,000 16.7 5,668,000 16.7 19,000 0.3

11 交通安全対策特別交付金 18,900 0.1 17,700 0.1 1,200 6.8

12 分担金及び負担金 399,614 1.2 405,434 1.2 ▲ 5,820 ▲ 1.4

13 使用料及び手数料 645,340 1.9 623,418 1.8 21,922 3.5

14 国庫支出金 5,827,415 17.1 5,625,207 16.6 202,208 3.6

15 府支出金 2,463,944 7.2 2,597,411 7.7 ▲ 133,467 ▲ 5.1

16 財産収入 152,774 0.4 102,503 0.3 50,271 49.0

17 寄附金 50,000 0.1 30,000 0.1 20,000 66.7

18 繰入金 656,444 1.9 841,847 2.5 ▲ 185,403 ▲ 22.0

うち財政調整基金繰入金 181,000 0.5 560,000 1.7 ▲ 379,000 ▲ 67.7

19 繰越金 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

20 諸収入 471,887 1.4 489,295 1.4 ▲ 17,408 ▲ 3.6

21 市債 2,854,000 8.4 3,052,500 9.0 ▲ 198,500 ▲ 6.5

うち臨時財政対策債 1,600,000 4.7 1,670,000 4.9 ▲ 70,000 ▲ 4.2

34,000,000 100.0 33,860,000 100.0 140,000 0.4

平成２７年度
当初予算額

（ｂ）

増減
(a-b)

増減率
（a-ｂ）/ｂ

合　　計

区　　分
平成２８年度
当初予算額

（a）

 

一般会計 歳入予算 
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自主財源 

依存財源 
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（単位：千円、％）

構成比 構成比

義務的経費 17,786,139 52.3 17,741,681 52.4 44,458 0.3

1 人件費 6,205,377 18.2 6,220,069 18.4 ▲ 14,692 ▲ 0.2

2 扶助費 8,639,252 25.4 8,629,611 25.5 9,641 0.1

3 公債費 2,941,510 8.7 2,892,001 8.5 49,509 1.7

投資的経費 2,433,207 7.2 2,404,251 7.1 28,956 1.2

4 普通建設事業費 2,418,707 7.1 2,387,951 7.1 30,756 1.3

5 災害復旧事業費 14,500 0.1 16,300 0.0 ▲ 1,800 ▲ 11.0

その他経費 13,750,654 40.4 13,684,068 40.4 66,586 0.5

6 物件費 5,177,743 15.2 5,309,481 15.7 ▲ 131,738 ▲ 2.5

7 維持補修費 271,553 0.8 287,910 0.8 ▲ 16,357 ▲ 5.7

8 補助費等 3,801,962 11.2 2,459,603 7.3 1,342,359 54.6

9 繰出金 4,081,040 12.0 5,200,802 15.3 ▲ 1,119,762 ▲ 21.5

10 貸付金 30,842 0.1 55,478 0.2 ▲ 24,636 ▲ 44.4

11 積立金 387,514 1.1 370,794 1.1 16,720 4.5

予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

34,000,000 100.0 33,860,000 100.0 140,000 0.4

増減率
（a-ｂ）/ｂ

平成２７年度
当初予算額

（ｂ）

合計

区　　分
平成２８年度
当初予算額

（a）

増減
(a-b)

 

一般会計 歳出予算（性質別）
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（単位：千円、％）

構成比 構成比

1 議会費 300,150 0.9 336,822 1.0 ▲ 36,672 ▲ 10.9

2 総務費 3,733,866 11.0 3,573,425 10.6 160,441 4.5

3 民生費 14,860,870 43.7 14,771,542 43.6 89,328 0.6

4 衛生費 4,547,409 13.4 4,103,136 12.1 444,273 10.8

5 労働費 17,100 0.0 21,741 0.1 ▲ 4,641 ▲ 21.3

6 農林業費 463,976 1.4 443,124 1.3 20,852 4.7

7 商工費 207,616 0.6 262,407 0.8 ▲ 54,791 ▲ 20.9

8 土木費 2,599,349 7.6 2,575,215 7.6 24,134 0.9

9 消防費 1,161,277 3.4 1,485,469 4.4 ▲ 324,192 ▲ 21.8

10 教育費 3,122,367 9.2 3,348,808 9.9 ▲ 226,441 ▲ 6.8

11 災害復旧費 14,500 0.0 16,300 0.0 ▲ 1,800 ▲ 11.0

12 公債費 2,941,520 8.7 2,892,011 8.5 49,509 1.7

13 予備費 30,000 0.1 30,000 0.1 0 0.0

34,000,000 100.0 33,860,000 100.0 140,000 0.4

平成２７年度
当初予算額

（ｂ）

増減率
（a-ｂ）/ｂ

合計

平成２８年度
当初予算額

（a）

増減
(a-b)

区分

 

 

 

一般会計 歳出予算（目的別）
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平成 28 年度から第５次総合計画がスタート 

〇基本構想  ：平成 28 ～ 37 年度 

前期基本計画 ：平成 28 ～ 32 年度  

後期基本計画 ：平成 33 ～ 37 年度 

●新たな改革のステージへ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

人口減少や少子高齢化の進展など社会経済環境が大

きく変化していくなかで、持てる資源を最大限活用

し、時代に応じた市民ニーズにいかに対応していく

かが課題となる。 

新たな改革の軸として、「事業の組換え」を行い、限

られた財源、人材、ストックを組み換えるとともに、

庁内・民間連携などを図りながら、最大の効果を生

み出す枠組みをつくり、様々な市民ニーズに対応で

きる方向へと転換を図る。 

５．事業の組換えについて 
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ルール分を除いて、財政調整基金を取り崩

さない予算編成ができた。 

◎平成２８年度予算編成の総括 

  

＜第５次総合計画等の新たな課題への対応＞ 約 8.4 億円が必要 

                 

 

 

 

 

  

          

 

 

  上記の対応として、 

  約 4.2 億円の事業の組換えを行った。 

 

  

 

第５次総合計画 （実施計画）ハード 約 3.0 億円 

第５次総合計画 （実施計画）ソフト   約 0.8 億円 

地方創生に向けた総合戦略   約 1.0 億円 

ファシリティマネジメント   約 3.1 億円 

システム更新などのＩＴ経費   約 0.5 億円 

結 果 
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Ⅰ 市税収入の状況 

（単位：百万円） 

7,067

5,008

1,658

13,733

7,831

5,072

1,651

14,554

7,677

5,061

1,634

14,372
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4,872

1,562

13,588

6,610
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1,575
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4,812

1,615
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6,550
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1,546

12,620
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4,521

1,601

12,665

6,524

4,523

1,584

12,631

6,368

4,345

1,524

12,237

6,194

4,413

1,558

12,165

0

4,000

8,000

12,000

16,000
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市民税 固定資産税 その他

 

Ⅱ 市税収入と義務的経費の状況（普通会計） 

（単位：百万円） 

12,129 12,292
11,984 12,065

12,936

14,254

11,727
11,754

12,438

11,356 11,115

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

義務的経費（人件費・扶助費・公債費に係る一般財源）          

 

 

13,733

14,554 14,372

13,588
13,072 13,078

12,620 12,665 12,631
12,237 12165

市税

３月補正後 
予算額 

当初予算額 

平成２３年度については、市債の最終償還として約２３億１千万円を計上している

ため、例年に比べ一般財源が突出しています。 

※平成 18年度から平成 26 年度は決算額 

３月補正後 
予算額 

当初予算額 

0 

～参考資料～ 

※平成 18年度から平成 26 年度は決算額 
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Ⅲ 市税・交付税・臨時財政対策債の推移 

（単位：百万円） 

13,733

4,193

1,093

19,019

14,554

4,469

992

20,015

14,372

4,648

929

19,949

13,588

5,077
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20,065
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6,030

2,137

21,239

13,078

6,213

1,913

21,204

12,620

6,286

1,951

20,857

12,665

6,399

2,040

21,104

12,631

6,113

1,882

20,626

12,237

6,215

1,670

20,122

12,165

5,687

1,600

19,452

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000
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18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

市税 地方交付税 臨時財政対策債

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３月補正後 
予算額 

当初予算額 

0 

※平成 18年度から平成 26 年度は決算額 
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Ⅳ 市債発行額の推移（普通会計） 

（単位：億円） 
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16.7
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28.5

0

20
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60
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通常債 財源対策債等 臨時財政対策債 第三セクター等改革推進債

 

Ⅴ 市債残高の推移（普通会計） 

 

（単位：億円） 
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 Ⅵ 人口１人当たりの市債現在高の推移（普通会計） 

（単位：万円） 
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（注）人口は、各年度末（平成２７年度、平成２８年度は平成２７年１２月末）の住民基本台帳によ

るものです。 
 

Ⅶ 実質公債費比率の推移 

（単位：％） 
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（注）財政健全化法の施行により、平成１９年度決算から算定式に変更があります。 
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Ⅷ 基金残高の推移 

（単位：億円） 
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Ⅸ 経常収支比率の推移（普通会計） 

（単位：％） 
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